
2026 年 4 月 14 日 

訂正とお詫び 

令和７年 12 月 12日に建設業法の一部を改正する法律が施行されました。それに伴い、下記の図書につい

て、内容の一部に訂正がございます。また、それ以外の箇所につきましても内容の一部に訂正がございま

す。深くお詫び申し上げるとともに、以下のように訂正いたします。 

■ 2 級管工事施工管理技士 第一次検定 テキスト(改訂第三版) 

頁 該当箇所 誤 正 

292 
(4)建設工事の見

積り 
詳細は右記参照。 

建設業者は、建設工事の請負契約を締結

するに際しては、工事内容に応じ、工事

の種別ごとの材料費等その他当該建設工

事の施工のために必要な経費の内訳並び

に工事の工程ごとの作業及びその準備に

必要な日数を記載した建設工事の材料費

等記載見積書を作成するよう努めなけれ

ばならない。また、建設業者は、建設工

事の注文者から請求があった時は、請負

契約が成立するまでの間に、当該材料費

等記載見積書を交付しなければならな

い。また、見積もり期間についても規定

がある。 
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●図表 1:建設業

法における指定

建設業７業 種 の

技術者制度 

一般建設業の元

請工事における

下請金額合計 

3、5 行目 

4500万円以上 

(建築一式工事は7000万円以上) 

5000万円以上 

(建築一式工事は8000万円以上) 

 
■ 2 級管工事施工管理技士 第一次検定 分野別過去問題集 2026 年度版(令和 8 年度版) 

頁 該当箇所 誤 正 
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問題.42 解説文 

2 行目 
本章 問題 １８  図表１ 本章 問題 30  図表１ 

297 
問題.8(4)解説文 

2 行目 
二十巻き 二重巻き 

379 

〔No.29〕 

正解 

番号 

(1) (2) 

以上 


